
書式第 12号 (法第 28条関係)

事業報告用

令和 5年度 事業報告書

特定非営利活動法人 e¨Education

1 事業の成果

本年度は、開発途上国における映像教育事業、日本および開発途上国の若者の人材育成事業、情報発

信事業を実施いたしました。それぞれの実績については、下記の通りとなっております。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【69コ 20】 千円)

(2)その他の事業

実施 しておりません。

(事業費の総費用 【 0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

1、 開発途上国
における映像教
育事業

映像授業を用いて、地理的・

金銭的な教育課題を抱える地
域の生徒たちに良質な教育機
会を届ける事業

通年

バ ングラテ

フィリピン

ネパール

ミャンマー

75名
主に高校生

約 8,000名
65,729

2、 日本および
開発途 L国 のオ
者の人材育成

上記 1の事業を通じた、大学
生を中心とした若者の育成事
業

通 年

日本国内お
よび海外 20Иう 主に大学生 約 140名 1,097

3、 開発途上国
における活動等
の情報発信

11記記 1お よび 2の事業に関
連 したメディア事業

通年

H本国内お
よび海外 3名

主に一般社

会人・大学

生

約  120,000
名

2,294



書式第 13号 (法第 28条関係 )

【B】 経 常 費 用

令和5年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

(令和5年 4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで) 特定非営利 ,,\ e-Education

単位 :円

金  額 小計・合計科 目

49,772,577

49,772,577

9,434,000

9,434,000

24,498,625

1,999,360

141,416

26,639,401

77

717

108,327

34,782

143,903

85,989,881
1経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

24,813,890

21,407,308

3,359,642

46,940

29,707,827

194,849

7,279,575

43,396

12,901

1,210,700

1,571,335

223,611

13,924

1,574,873

1,457,512

524,291

197,176

294,386

44,306,

69,120,246

(2)その他経費

業務委託費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

租税公課

研 修 費

支払手数料

接待交際費

広告宣伝費

減価償却費

保険料

支払利息

雑費

事業費計

1 事業費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

福利厚生費

¬ 受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

3 受取助成金等

受取助成金

4 事業収益

映像教育事業収益

人材育成事業収益

情報発信事業収益

5 その他の収益

受取利息

受取配当金

為替差益

雑収益



2 管

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

(2)そ の他経費

業務委託費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

租税公課

研 修 費

支払手数料

地代家賃

広告宣伝費

減価償却費

諸会費

支払利息

雑費

管理費計

55,000

7,627,577

1,205,696

33,340

8,921,613

712,099

79,512

2,018

215,638

111,275

16,446

3,280

9,363

2,219,138

356,400

9,959,288

30,509

235,097

578,827

7,930

14,536,820

23,458,433

92,578,679

当 期 経 常 増 減 額 【A】 一 【B】 ・ … ① -6,588,798

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・ … ②

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② ・… ③

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④十⑤

-6.588,798

70,000

-72,671,421

-79,330,219

経 常 費 用 計

法人税、住民税及び事業税

⑤



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令禾
ll矯(罪3月 :譴1葛慰照表

事業報告用

特定非営利活動法人 e―Education

小計・合計金  額科 目

13,648,602

7,664,698

34,890

5,949,014

13,648,602

666,771

159,507

507,264

30,000

30,000

696,771

【A】 資 産 の 部

14,345,373【A】 資 産 合 計 ①十②

23,890,592

18,904,000

997,963

2,384,501

947,328

70,000

586,800

23,890,592

69,785,000

69,785,000

69,785,000

93,675,592債 合 計 ③+④

|

1負

【B-1】 負 債 の 部

-72,671,421

-6,658,798

-79,330,219

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

14,345,373【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】

単位 :円
・

1 流動資産

現金預金

売掛金

前払金

・・・①
2 固定資産

(1)有形固定資産

建物 (建物附属設備含む)

(2)無形固定資産

ソフトウェア

(3)投資その他の資産

出資金

¬

短期借入金

未払金

未払費用

預 り金

未払法人税等

未払消費税等

流動負債合計 ③

2 固定負債

長期借入金

固定負 ④

前期繰越正味財産額

当期正



令和5年度  計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人 e-Educat i on

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改定 NPO法 人会計基準協議会)に よっています.

(1)固定資産の減価償却の方法

法人税法の規定に基づいて、建物〈附属設備含む)及び無形固定資産は定額法、什器備品は定率法により減価償却をしています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

映像ネパール事業 人材育成事業 教育情報事業 事業部門計 管理部門 合 計科 目
映像バングラデシュ

事業
映像 ミャンマー事業

0

0

0

21,611,040

0

0

0

0

1,999,360

0

0

0

0

141,416

0

0

0

26,639,401

108.327

49,772,577

9,434,000

0

35,576

0

49,772,577

9,434,000

26,639,401

143,903

0

0

0

590,700

0

0

0

0

2,296,885

108,327

59.242.153 85 989.881590.700 2.405.212 21.611.040 1.999,360 141,416 26,747,728

353,481

55,475

775

1,726,750

270,994

3,786

21,407,308

3,359,642

46,940

55,000

7,627,577

1,205,696

33,340

55,000

29,034,885

4,565,338

80,280

1,382,907

217,033

3,033

11,408,663

1,790,464

25,015

214,723

33,698

471

33.735.503248.892 7.326.622 409.731 2.001.530 24.813,890 8,921,6131,602,973 13,224,142

10,359,049

0

110,497

2,698,901

2,930

5,841

982,172

1,508,220

49,870

2,556

0

1,272,431

0

292,890

0

159,310

190,447

17.635.11

184,182

0

169

269,991

993

423

90,867

0

8,767

0

0

117,720

0

0

0

14,739

0

687.85

13,027

0

1,348

219,862

1,658

212

6,427

25,300

4,977

0

0

8,326

0

10,090

0

1,042

0

292.269

29,707,827

0

194,849

7,279,575

43,396

12,901

1,210,700

1,571,335

223,611

13,924

0

1,574,873

1,457,512

524,291

0

197,176

294,386

44.306,356

712,099

79,512

2,018

215,638

111,275

16,446

3,280

9,363

2,219,138

0

356,400

9,959,288

30,509

0

235,097

578,827

7,930

14,536,820

30,419,9261

79,512

196,867

7,495,213

154,671

29,347

1,213,980

1,580,698

2,442,749

13,924

356,400

11,534,161

1,488,021

524,291

235,097

776,003

302,316

58,843,176

13,175,340

0

39,838

878,620

11,841

634

26,846

20,915

83,504

0

0

34,780

1,320,536

165,991

0

4,354

4,077

15,767.276

4,836,229

0

42,912

3,208,520

18,463

5,579

104,388

16,900

55,110

11,368

0

141,616

136,976

55,320

0

17,731

99,862

8,750,974

1,140,000

0

85

3,681

7,511

212

0

0

21,383

0

0

0

0

0

0

0

0

1,172,872

'4 9Al
736 1 097_R82 2_293.799 69.120.246 23.458.433 92.578.67917.370.249 21 975.116 1.421.764

ノ`ヽ 4, 37ワ ■lR AR_7R3_720 ∧ 6_馬 88_79819 169 904∧ ′ヽ  1_421 764 /ヽ  3_350_696 901.778 △ 2.152.383△ 16.779.549

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他の収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

租税公課

研 修 費

支払手数料

接待交際費

地代家賃

広告宣伝費

減価償却費

保険料

諸会費

支払利息

雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



科 目 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

19,101,204

30.000

1,414,927

2,809,298

19,101,204

30.000

1,414,927

2,809,298

△ 19,101,204

△ 1,255,420

△ 2,302,034

159,507

507,264

0

30 000
,1_33R 429 0

'1 lЯ
1 429 ノヽ '' 6SR ASR 696 771

建 杉猟 建物附属設厠含む)

什器備品

定資産

トウェア
の他の資産

ソ フ

3.固 定資産の増減内訳

4.借 入金の増減内訳

入金の当 入 の ち5,724, 円は当期 入 らヽ り えた金額です。

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当・旅費交通費 (通勤手当)

事割合、業務委託費・広告宣伝費・支払利息については収入の比に基づき抜分 しています。

・法定福利費・福利厚生費については従

6

科 目 期 首 残 高 当期 借 入 当期 返 済 期末残高

短期借入金

西武信用金庫

日本政策金融公庫
ファンデ ィオ株式会社

輔 o―Education

1,431,000

4,980,000

5,724,000

7,080,000

5,000,000

1,100,000

1,431,000

4,980,000

5,724,000

7,080,000

5,000,000

1,100,000

32,845,000

36.940.000

38,569,000

44,020,000

5,724,000

7,080,000

R0 000 000 lR 904 000 19 ,1月  000 RR 6R9 000

長期借入金

西武信用金庫

日本政策金融公庫

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引
内 、近親者及び支配

法人との取引

21,407.308 495,000

21.407.308 495.000

18,904,000

997.963 490,447

1,100,000

400 447 1 100 000

(活動計算書)

(事業費)給料手当

活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

未払金
會借計照差計 19.901_963



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録
(令和6年 3月 31日 現在)

事業報告用

特定非営利活動法人 e―Education

小  計 合  計金  額科 目

7,664,698

13,648,

0

1,344,343

1,112,484

64,011

1,159,903

0

0

3,934,000

49,957

34,890

33,740

1,150

5,949,014

5,949,014

13,648,602

666,771

159,507

1

159,506

507,264

355,889

7

45,764

105,604

30,000

30,000

696,771

30,000

A の

1 流動資産

現金預金

小口現金

フィリピン現金

普通預金 三菱UFJ銀行 秋葉原

普通預金 三菱UFJ銀行 大伝馬町

普通預金 三菱UFJ銀行 大伝馬町

普通預金 三菱UFJ銀行 大伝馬町

普通預金 三菱UFJ銀行 大伝馬町

普通預金 三菱UFJ銀行 大伝馬町

普通預金 西武信用金庫 神田

JICA専用

寄付専用

GRIT

海外助成金

助成金用

売掛金

株式会社新興出版社啓林館

いスタイズ

前払金

KOK JICA分  振替

流動資産合計 ・・・①

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物 (建物附属設備含む)

パーテーション

ガラスエ事

什器備品

wifi関連機器

パソコン

ー眼レフカメラ

デスク他

(2)無形固定資産

ソフ トウェア

ThinkBoard Office

(3)投資その他の資産

出資金

西武信用金庫

産合計  ・・・

14,345,373
【A】 資 産 合 計 ①十②



1 流動負債

短期借入金

西武信用金庫 神田支店

日本政策金融公庫 新宿支店

ファンディオ株式会社

1珠)e―Educatioll

未払金

職員経費精算分

未払経費

未払利息

未払費用

給料

社会保険料

雇用労災保険料

預 り金

源泉所得税

社会保険料

住民税

雇用保険

未払法人税等

未払消費税等

流動負債合計 ・・・③

5,724,000

7,080,000

5,000,000

1,100,000

18,904,000

23,890,5921

970,416

23,220

4,327

997,963

1,508,933

501,885

373,683

2,384,501

175,510

489,573

104,600

177,645

947,328

70,000

586,800

23,89C),592

2 固定負債

長期借入金

西武信用金庫 神田支店

日本政策金融公庫 新宿支店

計

32,845,000

36,940,000

69,785,000

69,785,000

69,785,000

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 93,675,592

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -79,330,219

B-1】 債  の



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある企員の氏名及び作所スは居所並

びにこれ らの帝についての前事業年度における報酬の布無を記載 した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。 )

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

■各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかにo

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏 名

⌒

くこツ監事
ミワカイ ト 令和 5年 4月 1ロ

令和 6年 3月 31日

令和 5年 4月 1ロ

令和 5年 4り 」30日三輪開人

つ
こ ①・監事ウスイダイチ 令和 5年 4り 11日

令和 6年 3月 31H

年

年

月

月

日

日薄井大地

う
０

ノ
ロ

ヽ

翌ヽけ
"監

事

サイショアツヨ

シ

令和 5年 4り 」1日

令和 6年 3月 31日

年  り」 日

月年 ロ税所篤快

4
⌒理事Qリ

オサダカズヒロ 令和 5年 4月 1日

令和 5年 7月 31日

年  月  日

年   月   日
長田和弘

Ｆ０ 理事
o

イッシキショウ

タ
 

令和 5年 7り 」31日

令和 6年 3月 31日

午

年

月   日

月 日一色翔太

ハ
０ 理事 。監事

年  月  ロ

月年 日

年

年

月   ロ

月 日

７

・
理事 。監事

年    月   H

り」年 日

年   月   H

り」年 日

ハ
０ 岬事 。監事

年  り」 日

月年 日

年  り1  日

月年 日

10 理事・監事

年  月  ロ

年  月  日

年  月  ロ

月年 日

_」塾墾E旦型璽蛯込」旦量型塑



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 6年 3月 31日 現在

特 宇非 営 利活 動 ,/.. e-Education

氏   名

黒澤 千晶

９

“
久保 唯香

∩
０ 大森 厚志

4 小沼 武彦

Ｆ
０ 佐藤 建明

6 田才 諒哉

７

〓
尾崎 綜志

Ｒ

） 林 直人

Ｑ
υ 鈴木 琴弓

10 磯部 香里

百武 沙紀

12 島田 颯




